
２００８年９月度の相談状況について 

―「正 規 職 員 男 性」 に 及 ぶ 雇 用 の 危 機― 
 

１．労働相談の概況 
 
１）相談者数・件数について 

 
９月の相談者数は８７人で、６月以降（６月８５人、７月７７人、８月８６人）の各

月とほぼ同程度の数となりました。 
相談件数は１３５件で８月の１２６件から９件の増となっており、相談者一人あたり

の平均相談項目は１．５５件となっています。 
相談者数は、前年同月の８３人、相談項目数は前年同月の１３６件と比較して、微増

に止まっています。 
 
▼０８年９月 相談者数（雇用形態・男女別、業種別）処理内容 
▼２００８年９月 労働相談（男女雇用形態別・相談内容別） 

 
２）男女別、雇用形態別相談者数について 

 
相談者の男女別では、男性５２人（５９．８％）、女性３５人（４０．２％）と男性が

２０％ほど多くなっており、０８年１月から男性の相談者が増加傾向（１月―男性２３

人・女性３２人）となり、０８年２月には男女が逆転（２月―男４９人・女３０人）し

ています。この状態は、２月以降常態化し、９月に到るまで持続しています。 
雇用形態別では、社員３９人、社員以外が４３人、不明・その他が５人となっていま

すが、傾向として、０８年４月以降、社員の相談が増加傾向を辿っており、各月４０％

台となっています。前年度累計では３９％でしたが、０８年１月から９月までの累計で

は４２％と微増ながら増加しています。 
パート労働者、臨時、契約社員からの相談は、構成比でみるとパートが２６．４％（男

性２．３％，女性２４．１％）、臨時１０．３％（男性８．０％、女性２．３％）契約

社員４．５９％（男性０％、女性４．６％）となっており、この三つの相談者数で全体

の４１．４％と、相変わらず多数を占める状況が続いています。 
 

▼２００８年 雇用形態別 相談者数 月別集計 
▼２００８年 雇用形態別 相談者数構成比 月別集計 

   
３）業種別相談数 

 
業種別相談数は、相変わらず多業種に分散していますが、主に「卸・小売業・飲食店

１８件」（２０．７％）「医療・福祉・医薬品業１１件」（１２．６％）「その他サービス

業（９件）」（１０．３％）「製造業（８件）」（９．２％）などとなっており、その中で

「卸・小売業・飲食店」が群の抜いて多く、その他３業種はほぼ同数となっています。

これら４業種で全体の５２．９％を占めており、とりわけ「卸・小売業・飲食店」は、

長期的に常にトップとなっています。 
  ９月で特徴的なのは、前月（８月）２番目に相談件数の多かった「建設・設計・重機

業」が半数以下に減じたことです（８月１２件 ９月５件）。 
 

▼２００８年 業種別 相談者数 月別集計 
▼２００８年 業種別 相談件数 月別集計 
▼２００８年 業種別 相談者数構成比 月別集計 



４）相談項目（内容）について 
 
項目別相談数で１０件以上の項目は、「解雇・雇い止め・退職」（２５件）「経営問題・

労務管理」（１５件）、「就業規則・雇用契約」（１４件）、「差別・嫌がらせ・セクハラ」

（１３件）、「有給休暇」（１１件）となっており、０８年度１月からの傾向が持続して

います。 
前年度同期と比較すると、前年度同期の上位は、「就業規則・雇用契約」（２１件）  

「解雇・雇い止め・退職」（１７件）「経営問題・労務管理」（１６件）「有給休暇」（８

件）「雇用保険・労災保険」（８件）「残業手当 未払い」（８件）となっており、この中

で「就業規則・雇用契約」と「解雇・雇い止め・退職」「経営問題・労務管理」「有給休

暇」の４項目が０７年９月と０８年９月で上位に位置していることから、このような、

特定相談項目の長期的な上位固定化は、長期に亘って職場の労働環境が改善されてこな

かったことを現しています。 
尚、上位４項目の構成比は４９．６％となっています。 
云うまでもなく「解雇・雇い止め・退職」「就業規則・雇用契約」「経営問題・労務管

理」は相関性が強く、当事者の生活の不安定や崩壊に直結する問題であり、早期の改善

が必要です。 
 
▼２００８年９月 労働相談（男女雇用形態別・相談内容別） 
  
５）違法率について 
    

今月の１３５件の相談項目中、違法件数は５９件、違法率は４３．４％で、前年同月

の４５．６％に対し約２ポイント下がっています。また、前月比では、８月の４２．９％

と、ほぼ同率となっています。 
上位項目は「解雇・雇い止め・退職」（９件）「経営問題・労務管理」」（８件）「残業

手当 未払い」（８件）「就業規則・雇用契約」（６件）「有給休暇」（６件）となっており、
総違法件数５９件に対して占める割合は、それぞれ１５．３％、１３．６％、１３．６％、

１０．２％で、１０．２％で計６２．９％となっています。 
 

▼２００８年 月別相談内容別違法件数 集計 

▼２００８年 月別相談内容別違法率  集計 
 

２．９月の雇用情勢 
 
今月の相談者数は、前月比では８６人から８７人と１人の増加と大きな増減はありま

せん。また、前年同期（８３人）との比較でも同数となっており、極端な変動は見られ

ません。 
雇用形態、業種、相談項目は、特定領域に固定化される傾向が０７年度同期前後から

持続しています。こうした傾向は、北海道の、とりわけ中小企業における経営状況の厳

しさの持続の中で労働者への同様の不利益行為が相変わらず続いており、問題が改善さ

れていないことの反映と思われます。 
９月の特徴的な点は、「正規職員男性」が相談者件数３６件４１．４％、相談内容件数

が６１件４５．２％と、相対的に高い数字を示していることがあげられます。この傾向

は、０８年に入って徐々に現れはじめ、月を追う毎に進行してきています。 
０７年度の傾向を見ると、「正規職員男性」の相談者数、相談件数ともに「パート」と

拮抗しており、これが０８年度に入って「パート（主に女性）」の件数を凌ぐようにな

り、０８年７月、８月、９月には約倍数となっています。これに対し「パート」の相談

者数・件数に大きな変化がなくなっているのが特徴です（固定的）。 
特に、「正規職員男性」の相談内容のトップが「解雇・雇い止め・退職」であること 

その置かれている雇用状況を象徴しているのではないでしょうか。 



いずれにしても、「非正規」労働者のおかれている雇用状況の悪化はもとより、さら

にその上に、「正規職員男性」の雇用状況におけるリスクが益々高まるという深刻な事

態が進んでいます 
 


















